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独占資本主義への移行期のドイツにおける

保険業企業の役員兼任の構造 
― 他社の監査役会での人的結合 ―

山　崎　敏　夫＊

要旨

　ドイツにおける企業間関係は，産業と銀行の間の密接な結びつきとともに，保

険業の企業と銀行や産業企業との間の関係，結びつきにもみられる。それは，保

険業企業による株式所有のみならず役員の派遣・兼任による人的結合関係にも表

れている。ドイツでは，19 世紀末から 20 世紀初頭にかけての時期に，独占資本主

義への移行，産業と銀行の融合・癒着による「金融資本」の成立がみられ，産業

と銀行の関係は，銀行による信用業務，証券業務，交互計算業務，株式所有，役

員派遣などの多様な方法によって築かれてきたが，保険業の企業と産業企業，銀

行との間の関係，そこでの役員兼任による人的結合は，緊密な企業間関係の重要

な手段をなしてきた。そのような企業間関係のシステムは，同国資本主義の蓄積

構造の基軸をなすものとして発展してきた。同国ではまた，第 2 次大戦後，資本

所有と人的結合の両面における産業・銀行間の関係，共同決定制度のもとでの労

使協調的なシステムにみられる特徴的な体制がみられ，そのような企業体制は，

「ドイツ株式会社」（“Deutschland AG”）とも呼ばれているが，そこでは，保険業の

大企業も重要な位置を占めてきたといえる。

　そこで，本稿およびそれにつづくいくつかの論稿では，20 世紀初頭の独占資本

主義への移行期，第 1 次大戦後のインフレーション期，ナチス期，1965 年株式法

以前の時期にあたる 1950 年代末，同法以後の時期である 1960 年代末の 5 つの時

期を対象としたドイツの大銀行の役員兼任構造の分析をふまえて，保険業企業の

役員兼任の構造を考察する。本稿では，20 世紀初頭の独占資本主義への移行期を

対象にして，保険業の大企業の役員兼任の構造を考察する。ここでは，アリアン

ツとミュンヘン再保険の 2 社を取り上げる。これら 2 社の役員（監査役会および取

締役会のメンバー）がどの産業のいかなる企業の監査役会においてどのような職位

によって直接兼任関係を築いていたのか，また他社の監査役会においてこれらの
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保険会社 2 社の間でどのような間接兼任の関係が成立していたのかという点につ

いて，分析を試みる。大銀行の役員兼任による企業間人的結合との比較をとおし

て，保険業の大企業の人的結合の構造とその特徴を明らかにしていく。
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Ⅰ　問題の所在

　19 世紀末から 20 世紀初頭にかけての時期には，産業資本主義段階から独占資本主義の段階

への移行がすすんだが，アメリカとドイツの両国は，先発の資本主義国であったイギリスと比

べても，高度な集中・集積の動きが産業のみならず銀行業においてもみられた。そうしたなか

で，産業と銀行の融合・癒着によって成立をみた「金融資本」1）は，独占資本主義段階以降に

特有の資本類型をなした。ドイツは，「金融資本」の組織性という点では，アメリカと比べて

もより典型的な国となった。そのような当時の状況について，レーニンは 1919 年に，ドイツ

は「資本主義の，金融資本主義の，組織性の点でアメリカにまさる先進資本主義国の，模範で

ある。ドイツは，多くの点で，技術と生産の点で，政治上の点でアメリカにおとっていたが，

金融資本主義の組織性の点では，独占資本主義の国家独占資本主義への転化の点では，アメリ

カにまさっていた」2）と指摘している。

　銀行による信用業務，証券業務，交互計算業務，株式所有，役員派遣などの多様な方法は，

産業と銀行の関係の構築にとっての重要な手段をなした。なかでも，ドイツでは監査役会と取

締役会という二層制のトップ・マネジメント機構となっているという事情もあり，監査役会に

おける役員兼任は，産業と銀行の関係の構築にとって重要な手段をなしてきた。

　このように，第 2 次大戦前の時期において，カルテル容認という国家の政策とそのもとで

カルテルの広範な展開 3）のみならず，監査役会における役員兼任は，ドイツの「協調的資本
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主義」としての特質 4）を規定する重要な要素をなすものとなってきた。それゆえ，他社の監

査役会における大銀行の役員兼任による人的結合関係がどのように築かれてきたのかというこ

とが，重要な問題となる 5）。

　しかし，ドイツでは，このような産業と銀行の間の関係のみならず，保険業の大企業と産業

企業や銀行との関係も，企業間関係において重要な意味をもっている。ことに第 2 次大戦後

の状況についていえば，資本所有と人的結合の両面における産業・銀行間の関係，共同決定制

度のもとでの労使協調的なシステムにみられる特徴的な体制が存在してきた。そのような企業

体制は，「ドイツ株式会社」（“Deutschland AG”）とも呼ばれ 6），同国に特有のコーポレート・

ガバナンスの機構を構成する重要な要素をなすとともに，資本市場の圧力が増大するなかに

あっても，経営の自律性を維持する上での重要な基盤を形成してきた。1950 年代以降，一方

におけるドイツ銀行とともに他方におけるミュンヘン再保険会社およびアリアンツでもって

「ドイツ株式会社」の中核が形成されてきたのであり，保険会社も銀行と同様にそのような企

業体制にとって重要な位置を占めていたとされている 7）。また，経営者支配の企業では，所有

者支配の企業よりも概して多くの銀行や保険会社の代表が加わっている傾向にあった 8）ほか，

大銀行や保険会社といった金融機関を媒介にした産業コンツェルン間の協調も築かれてきたと

する指摘もみられる 9）。第 2 次大戦後の状況については，競争企業間の人的結合の形成におい

ては，銀行や保険会社の取締役が重要な役割を果たすことも多くみられたとする指摘も存在す

る 10）。

　このように，ドイツにおける役員兼任による人的結合，それを基礎にした企業間関係の構造

の把握という点では，大銀行のみならず保険業の代表的企業の役員兼任による企業間人的結合

の解明も，重要な問題となってくる。しかし，これまでの研究では，ドイツの保険業の大企業

による役員兼任の重要性は指摘されながらも，その構造についての具体的な考察は十分になさ

れてはこなかった 11）。本稿では，保険業の大企業の役員兼任構造についての考察を行うこと

にするが，大銀行の状況との比較の視点のもとに，20 世紀初頭の独占資本主義への移行期の

状況についてみていくことにする。すなわち，ドイツ保険業の最も代表的な企業であるアリア

ンツ（Allianz Versicherungs-AG）とミュンヘン再保険（Münchener Rückversicheungs-Gesellschaft）

の 2 社の役員（監査役会および取締役会のメンバー）が他社の監査役会においてどのような直接

兼任の関係を築いていたのか，またこれら 2 つの保険会社の間でどのような間接兼任の関係

が成立していたのかという点の解明を試みる。異なる企業の監査役会あるいは取締役会のメン

バーである 2 人の人物がともにこれら 2 社とは異なる他社のコントロール機関である監査役

会のメンバーである場合，あるいは業務執行機関である取締役会のメンバーとなっている場合

には，間接的な人的結合である間接兼任が成立することになる 12）。このようなかたちでの人

的結合によって，他社において兼任関係を成立させている企業同士の間で情報のやりとりや協
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調の可能性が互いに開かれることにもなりうるのであり，間接兼任構造も企業間人的結合の把

握にとって重要な意味をもつ。

　それゆえ，本稿では，役員の直接兼任と間接兼任の考察とおして，20 世紀初頭の独占資本

主義への移行期におけるドイツ保険業の大企業による企業間人的結合の構造を明らかにしてい

く。こうした考察は，次稿において予定している第 1 次大戦後のインフレーション期の分析，

その後のナチス期，さらには第 2 次大戦後の時期の分析とともに，歴史的な比較研究一環を

なすものである。

　ここで，本稿の分析において依拠する主要な資料について述べておくことにしよう。ドイツ

企業の監査役・取締役などの情報源をなす資料として，人名録に相当する Hans Arends, 

Curt Mossner (Hrsg.), Adressbuch der Direktoren und Aufsichtsrats-Mitglieder der Aktien-

Gesellschaften 1908, Jahrgang 1908 （Finanz-Verlag, Berlin）がある。本稿では，この資料に基づ

いて保険業の代表的企業 2 社の役員兼任による企業間人的結合の構造の分析を行う 13）。

　以下では，まずⅡにおいて，アリアンツとミュンヘン再保険という当時の代表的な保険会社

の役員（監査役会および取締役会のメンバー）が他社の監査役会において直接兼任をとおしてどの

ような人的結合関係を形成していたのかという点について，考察を行う。それをふまえて，Ⅲ

では，これら 2 つの保険会社の間で他社の監査役会において成立していた間接兼任の構造に

ついてみていく。Ⅳでは，ⅡおよびⅢにおいて明らかにされる保険業の企業の役員兼任による

企業間人的結合の構造をふまえて，独占資本主義への移行期にあたる 20 世紀初頭の時期にお

ける保険業企業と産業企業，銀行との間の関係の特徴を明らかにする。

Ⅱ　保険業企業の役員の直接兼任構造

1　アリアンツ役員の直接兼任の構造

　Ⅱでは，まずドイツにおける最も代表的な保険業企業のひとつであるアリアンツの監査役会

と取締役会を構成する役員の直接兼任による人的結合の構造について考察を行う。同社の監査

役会および取締役会のメンバーが他社の監査役会において直接兼任の関係にあったケースをみ

ると（表 1 参照），その企業数は 77 社であり，合計 82 件の兼任関係が成立していた。その産

業別内訳をみると，炭鉱業が 7 社で 7 件，鉄鋼業が 4 社で 4 件，金属産業・金属加工業が 3

社で 3 件，化学産業が 3 社で 3 件，電機産業が 6 社で 7 件，自動車産業が 1 社で 1 件，機械

産業が 7 社で 7 件，醸造業が 2 社 2 件，銀行業が 17 社で 17 件，保険業が 10 社で 12 件，電

力業・ガス産業・エネルギー産業が 3 社で 4 件，交通業が 5 社で 5 件，その他の産業が 9 社

で 10 件となっている。多岐にわたる産業のなかでも，銀行業の企業での兼任がとくに多かっ

たが，アリアンツと同業種の保険業のほか，炭鉱業，鉄鋼業，電機産業，機械産業，交通業に
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おいて多くの企業との兼任が成立しており，ドイツ資本主義の基幹産業である重工業部門との

関係が強かったといえる。

　監査役会の職位との関連でみると，監査役会会長のポストによる兼任のケースは，炭鉱業で

は 1 社，鉄鋼業では 1 社，金属産業・金属加工業では 2 社，化学産業では 2 社，機械産業で

は 1 社，醸造業では 2 社，銀行業では 4 社，保険業では 2 社，電力業・ガス産業・エネルギー

産業では 1 社，交通業では 2 社，その他の産業では 3 社でみられ，各社 1 件であり，合計 21

社で 21 件となっていた。なかでも，保険業では Münchener Rückversicherungs-Gesellschaft

といった企業において，監査役会会長のポストによる兼任関係がみられた。

　また監査役会副会長のポストによる兼任のケースは，炭鉱業では 1 社，銀行業では 3 社，

保険業では 1 社，交通業では 1 社，その他の産業では 3 社でみられ，各社 1 件であり，合計

9 社で 9 件となっていた。なかでも，保険業では Münchener Rückversicherungs-Gesellschaft

といった企業において，監査役会副会長のポストによる兼任関係がみられた。

　さらに監査役のポストによる兼任のケースは，炭鉱業では 5 社で 5 件，鉄鋼業では 3 社で 3

件，金属産業・金属加工業では 1 社で 1 件，化学産業では 1 社で 1 件，電機産業では 6 社で

7 件，自動車産業では 1 社で 1 件，機械産業では 6 社で 6 件，銀行業では 10 社で 10 件，保

険業では 9 社で 9 件，電力業・ガス産業・エネルギー産業では 2 社で 3 件，交通業では 2 社

で 2 件，その他の産業では 4 社で 4 件となっており，合計で 50 社において 52 件となっていた。

これらの企業のなかには，炭鉱業では Gelsenkirchener Bergwerks-AG，Harpener Bergbau 

表 1　アリアンツ役員（監査役会・取締役会のメンバー）による他社の監査役会における直接兼任の状況

（注）：※） 2 件以上の兼任ポストがある企業が存在するため、兼任のみられる企業全体の数は各職位別の企業数の合計と

一致しない場合がある。

（出所）：Hans Arends, Curt Mossner (Hrsg.), Adressbuch der Direktoren und Aufsichtsrats-Mitglieder der Aktien-
Gesellschaften 1908, Jahrgang 1908, Finanz-Verlag, Berlin, Handbuch der deutschen Aktiengesellschaften,  
各年度版を基に筆者作成。

　　　兼任状況
産　業

監査役会
会長

監査役会
副会長

監査役
監査役会の
職位全体※）

炭 鉱 業 1 社 1 件 1 社 1 件 5 社 5 件 7 社 7 件

鉄 鋼 業 1 社 1 件 ― 3 社 3 件 4 社 4 件

金 属 産 業 ・ 金 属 加 工 業 2 社 2 件 ― 1 社 1 件 3 社 3 件

化 学 産 業 2 社 2 件 ― 1 社 1 件 3 社 3 件

電 機 産 業 ― ― 6 社 7 件 6 社 7 件

自 動 車 産 業 ― ― 1 社 1 件 1 社 1 件

機 械 産 業 1 社 1 件 ― 6 社 6 件 7 社 7 件

醸 造 業 2 社 2 件 ― ― 2 社 2 件

銀 行 業 4 社 4 件 3 社 3 件 10 社 10 件 17 社 17 件

保 険 業 2 社 2 件 1 社 1 件 9 社 9 件 10 社 12 件

電力業・ガス産業・エネルギー産業 1 社 1 件 ― 2 社 3 件 3 社 4 件

交 通 業 2 社 2 件 1 社 1 件 2 社 2 件 5 社 5 件

そ の 他 の 産 業 3 社 3 件 3 社 3 件 4 社 4 件 9 社 10 件

全 産 業 21 社 21 件 9 社 9 件 50 社 52 件 77 社 82 件
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AG，鉄鋼業では Phönix, AG für Bergbau- und Hüttenbetrieb，電機産業では Siemens & 

Halske AG，AEG，機械産業では Ludwig Loewe & Co. AG，電力業・ガス産業・エネルギー

産業では Rheinisch-Westfälisches Elektricitätswerk AG のような当該業種・産業の著名な企

業がみられた。

　一方，アリアンツの役員（監査役会および取締役会のメンバー）が同一企業の監査役会において

2 件以上の直接兼任の関係を成立させていた企業をみると（表 2 参照），その数は 4 社であり，

合計 9 件の兼任関係が成立していた。その産業別の内訳をみると，電機産業が 1 社で 2 件，

保険業が 1 社で 3 件，電力業・ガス産業・エネルギー産業が 1 社で 2 件，その他の産業が 1

社で 2 件となっていた。

　2 件以上の兼任がみられた企業を兼任件数別にみると，3 件以上の兼任が成立していた企業

は 1 社であった。他の 3 社では合計 2 件の兼任となっていた。これら 4 社のいずれにおいて

も，アリアンツの監査役会メンバーによる兼任であった。合計 3 件の兼任がみられた企業は，

保険業の Münchener Rückversicherungs-Gesellschaft であり，そこでは，それぞれ 1 つの監査

役会会長，監査役会副会長，監査役のポストによる兼任が成立していた。また合計 2 件の兼任

がみられた企業についてみると，その他の産業に属する Deutsche-AtlantischeTeegraphen-

Gesellschaft では，それぞれ 1 つの監査役会副会長と監査役のポストによる兼任となっていた。

これに対して，電機産業の Norddeutsche Seekabelwerke，電力業・ガス産業・エネルギー産

業の Rheinisch-Westfälisches Elektricitätswerk AG では，いずれにおいても，2 つの監査役

のポストによる兼任となっていた。

　このように，アリアンツの役員の直接兼任による人的結合は多くの産業におよんでいたが，

それぞれの産業において互いに競争関係にあるさまざまな企業との監査役会ポストによる人的

結合関係についてみると，つぎの点を指摘することができる。炭鉱業では，Gelsenkirchener 

Bergwerks-AG，Harpener Bergbau AG という競争関係にある代表的な企業との兼任関係が

みられた。電機産業でも，同産業の最大手企業である Siemens & Halske AG，AEG におい

て兼任関係が成立していた。これらの企業のいずれもにおいても，監査役のポストによる兼任

関係となっていた。同一産業の競争関係にある企業の監査役会ポストによるこのような兼任関

表 2　アリアンツ役員（監査役会・取締役会のメンバー）による他社の監査役会における２件以上の直接兼任のケース

兼任件数
産　業 2　件 3　件 合　計

電 機 産 業 1 社 2 件 ― 1 社 2 件

保 険 業 ― 1 社 3 件 1 社 3 件

電力業・ガス産業・エネルギー産業 1 社 2 件 ― 1 社 2 件

そ の 他 の 産 業 1 社 2 件 ― 1 社 2 件

全 産 業 3 社 6 件 1 社 3 件 4 社 9 件

（出所）：Hans Arends, Curt Mossner (Hrsg.), a. a. O., Handbuch der deutschen Aktiengesellschaften,  各年度版を基に

筆者作成。
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係は，さまざまな産業における主要企業の監査役会のポストを利用しての情報の入手・共有の

可能性という点において，重要な意味をもつものであったといえる。

2　ミュンヘン再保険役員の直接兼任構造

　つぎに，2 では，ミュンヘン再保険の役員による他社の監査役会での直接兼任について考察

を行う。同行の監査役会および取締役会のメンバーが他社の監査役会において直接兼任の関係

にあったケースをみると（表 3 参照），その企業数は 33 社となっており，合計 38 件の兼任関

係が成立していた。77 社において合計 82 件の兼任関係が成立していたアリアンツの場合との

比較では，兼任のみられた企業数も総件数も少なかった。33 社において合計 38 件となってい

た兼任の産業別内訳をみると，鉄鋼業が 2 社で 2 件，金属産業・金属加工業が 1 社で 1 件，

化学産業が 1 社で 1 件，電機産業が 1 社で 1 件，機械産業が 2 社で 2 件，醸造業が 2 社で 2

件，銀行業が 8 社で 10 件，保険業が 8 社で 11 件，電力業・ガス産業・エネルギー産業が 1

社で 1 件，交通業が 2 社で 2 件，その他の産業が 5 社で 5 件となっていた。ミュンヘン再保

険と同業種である保険業や銀行業の企業との兼任関係が多くみられ，他の産業とは比べてもか

り多かったが，このことは，金融機関に属する同社の業種の特性を反映していたといえる。

　監査役会の職位との関連でみると，監査役会会長のポストによる兼任のケースは，鉄鋼業で

は 1 社，醸造業では 2 社，銀行業では 2 社，保険業では 2 社，電力業・ガス産業・エネルギー

産業では 1 社，その他の産業では 3 社みられ，各社 1 件であり，合計 11 社で 11 件となって

いた。合計 21 社において 21 件となっていたアリアンツの場合との比較でみると，兼任が成

立していた企業数と件数のいずれでみてもかなり少なかった。合計 11 社で 11 件みられた監

表 3　ミュンヘン再保険役員（監査役会・取締役会のメンバー）による他社の監査役会における直接兼任の状況

（注）：※） 2 件以上の兼任ポストがある企業が存在するため、兼任のみられる企業全体の数は各職位別の企業数の合計と
一致しない場合がある。

（出所）：Hans Arends, Curt Mossner (Hrsg.), a. a. O., Handbuch  der deutschen Aktiengesellschaften,  各年度版を基
に筆者作成。

　　　兼任状況
産　業

監査役会
会長

監査役会
副会長

監査役
監査役会の
職位全体※）

鉄 鋼 業 1 社 1 件 ― 1 社 1 件 2 社 2 件

金 属 産 業 ・ 金 属 加 工 業 ― ― 1 社 1 件 1 社 1 件

化 学 産 業 ― ― 1 社 1 件 1 社 1 件

電 機 産 業 ― ― 1 社 1 件 1 社 1 件

機 械 産 業 ― ― 2 社 2 件 2 社 2 件

醸 造 業 2 社 2 件 ― ― 2 社 2 件

銀 行 業 2 社 2 件 5 社 5 件 3 社 3 件 8 社 10 件

保 険 業 2 社 2 件 ― 7 社 9 件 8 社 11 件

電力業・ガス産業・エネルギー産業 1 社 1 件 ― ― 1 社 1 件

交 通 業 ― ― 2 社 2 件 2 社 2 件

そ の 他 の 産 業 3 社 3 件 1 社 1 件 1 社 1 件 5 社 5 件

全 産 業 11 社 11 件 6 社 6 件 19 社 21 件 33 社 38 件
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査役会会長のポストによる兼任のなかには，ミュンヘン再保険とは同業種の保険業の“Allianz” 

Versicherungs-AG との兼任関係がみられた。

　また監査役会副会長のポストによる兼任のケースは，銀行業では 5 社，その他の産業では 1

社でみられ，各社 1 件であり，合計 6 社で 6 件となっていた。合計 9 社において 9 件となっ

ていたとなっていたアリアンツの場合との比較では，兼任が成立していた企業数と件数のいず

れでみてもやや少なかった。

　さらに監査役のポストによる兼任のケースは，鉄鋼業では 1 社で 1 件，金属産業・金属加

工業では 1 社で 1 件，化学産業では 1 社で 1 件，電機産業では 1 社で 1 件，機械産業では 2

社で 2 件，銀行業では 3 社で 3 件，保険業では 7 社で 9 件，交通業では 2 社で 2 件，その他

の産業では 1 社で 1 件となっており，合計で 19 社において 21 件となっていた。合計 50 社に

おいて 52 件となっていたアリアンツの場合との比較でみると，兼任が成立していた企業数と

件数のいずれでみてもかなり少なかった。合計 19 社で 21 件みられた監査役のポストによる

兼任のなかには，ミュンヘン再保険とは同業種の保険業の“Allianz” Versicherungs-AG との

間で兼任関係が成立していた。

　一方，ミュンヘン再保険の役員（監査役会および取締役会のメンバー）が同一企業の監査役会に

おいて 2 件以上の直接兼任の関係を築いていた企業をみると（表 4 参照），その数は 3 社であ

り，兼任の総件数は 8 件となっていた。4 社において合計 9 件の兼任関係がみられたアリアン

ツと比べると，企業数と件数のいずれでみてもあまり差はなかった。3 社 8 件の兼任の産業別

内訳をみると，銀行業が 1 社で 3 件，保険業が 2 社で 5 件となっていた。

　兼任件数別にみると，合計 3 件の兼任が成立していた企業は，銀行業の Süddeutsche 

Bodencreditbank，ミュンヘン再保険と同業種である保険業の“Allianz” Versicherungs-AG

の 2 社であった。Süddeutsche Bodencreditbank ではそれぞれ 1 つの監査役会会長，監査役

会副会長，監査役のポストによる兼任となっていたのに対して，“Allianz” Versicherungs-

AG では，監査役会会長と 2 つの監査役のポストにる兼任が成立していた。一方，保険業の

„Deutscher Anker“, Pensions- und Lebens-Versicherungs-AG では，2 つの監査役のポスト

によって兼任関係が築かれていた。

　また 2 件以上の兼任が成立していた企業をミュンヘン再保険の監査役会メンバーによるも

表 4　ミュンヘン再保険役員（監査役会・取締役会のメンバー）による他社の監査役会における 2 件以上の直接兼任のケース

兼任件数
産　業

2　件 3　件 合　計

銀 行 業 ― 1 社 3 件 1 社 3 件

保 険 業 1 社 2 件 1 社 3 件 2 社 5 件

全 産 業 1 社 2 件 2 社 6 件 3 社 8 件

（出所）：Hans Arends, Curt Mossner (Hrsg.), a. a. O., Handbuch der Deutschen Aktiengesellschaften,  各年度版を基に

筆者作成。



41独占資本主義への移行期のドイツにおける保険業企業の役員兼任の構造（山崎）

のに限定してみておくと，そのようなケースは 2 社においてみられ，合計 6 件の兼任関係が

成立していた。銀行業の Süddeutsche Bodencreditbank，保険業の“Allianz” Versicherungs-

AG がそのようなケースに該当する。これら 2 社では，いずれにおいても 3 件の兼任関係がみ

られ，兼任の状況は，ミュンヘン再保険の監査役会および取締役会のメンバーが他社の監査役

会において 2 件以上の兼任関係を築いていた上述のケースと一致している。

Ⅲ　保険業企業間の役員の間接兼任構造

─アリアンツとミュンヘン再保険の間の間接兼任構造─

　これまでの考察において，アリアンツ，ミュンヘン再保険という保険業の最も代表的な企業

の役員（監査役会および取締役会のメンバー）が他社の監査役会において直接兼任をとおしてどの

ような人的結合関係を形成していたのかという点についてみてきた。それをふまえて，Ⅲで

は，これら 2 つの保険会社の間で他社の監査役会において成立していた間接兼任の構造につ

いて分析を行うことにする。

　アリアンツとミュンヘン再保険の間で他社の監査役会において成立していた間接兼任は 21

社においてみられ，総件数は 45 件であった（表 5 参照）。間接兼任の状況を産業別の内訳でみ

ると，鉄鋼業が 1 社で 2 件，化学産業が 1 社で 2 件，電機産業が 1 社で 2 件，機械産業が 1

社で 2 件，醸造業が 2 社で 4 件，銀行業が 4 社で 10 件，保険業が 7 社で 15 件，電力業・ガ

ス産業・エネルギー産業が 1 社で 2 件，交通業が 1 社で 2 件，その他の産業が 2 社で 4 件で

あった。ただ，後述するように，これらの企業のなかには，アリアンツとミュンヘン再保険の

役員ポスト（監査役会あるいは取締役会のポスト）を有する同一人物による兼任というかたちに

なっていたケースが多くみられたことに注意しておく必要がある。また監査役会の職位との関

表 5　アリアンツとミュンヘン再保険の間で他社の監査役会において成立している間接兼任の状況

（出所）：Hans Arends, Curt Mossner (Hrsg.), a. a. O., Handbuch der deutschen Aktiengesellschaften,  各年度版を基に

筆者作成。

　　　兼任状況
産　業 2　件 3　件 4　件 合　計

鉄 鋼 業 1 社 2 件 ― ― 1 社 2 件

化 学 産 業 1 社 2 件 ― ― 1 社 2 件

電 機 産 業 1 社 2 件 ― ― 1 社 2 件

機 械 産 業 1 社 2 件 ― ― 1 社 2 件

醸 造 業 2 社 4 件 ― ― 2 社 4 件

銀 行 業 3 社 6 件 ― 1 社 4 件 4 社 10 件

保 険 業 6 社 12 件 1 社 3 件 ― 7 社 15 件

電力業・ガス産業・エネルギー産業 1 社 2 件 ― ― 1 社 2 件

交 通 業 1 社 2 件 ― ― 1 社 2 件

そ の 他 の 産 業 2 社 4 件 ― ― 2 社 4 件

全 産 業 19 社 38 件 1 社 3 件 1 社 4 件 21 社 45 件
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連でみると，監査役会会長のポストによる兼任は 7 社で 14 件，監査役会副会長のそれは 3 社

で 5 件，監査役のそれは 13 社で 26 件であった。21 社において 45 件みられた間接兼任のう

ち，2 社あわせて 4 件の兼任がみられた企業は 1 社，3 件の兼任がみられた企業は 1 社，2 件

の兼任がみられた企業は 19 社であった。

　2 つの保険会社の間で他社の監査役会において間接兼任が成立していたこれらの企業のそれ

ぞれにおいていずれの保険会社が主導地立場にあったのかという点とも深く関係する問題とし

て，これらの保険会社の両者あるいはいずれかが 2 件以上の兼任関係をもつケースに該当す

る企業をみると，その数は 2 社であり，合計 7 件となっていた。アリアンツとミュンヘン再

保険の 2 社をあわせて合計 4 件の兼任関係が成立していたケースは，銀行業の Süddeutsche 

Bodencreditbank の 1 社であった。同社では，ミュンヘン再保険はそれぞれ 1 つの監査役会

会長，監査役会副会長，監査役のポストによって，アリアンツは監査役会会長のポストによっ

て兼任関係を有していたが，これら 2 つの保険会社の監査役会ポストを有する同一人物によ

る兼任が含まれていた。アリアンツとミュンヘン再保険の 2 社をあわせて合計 3 件の兼任関

係 が 成 立 し て い た ケ ー ス は， 保 険 業 の „Deutscher Anker“, Pensions- und Lebens-

Versicherungs-AG の 1 社であった。この企業では，ミュンヘン再保険は 2 つの監査役のポス

トによって，アリアンツは 1 つの監査役のポストによって兼任関係を築いていたが，これら 2

つの保険会社の監査役会ポストを有する同一人物による兼任が含まれていた。

　またアリアンツとミュンヘン再保険がそれぞれ 1 つの監査役会ポストによって間接兼任を

成立させていた企業についてみると，そのようなケースは 19 社においてみられた。これらの

すべてのケースにおいて，これらの保険会社 2 社の役員ポストを有する同一人物による間接

兼任となっていた。当該人物が監査役会会長のポストを保有することによって兼任関係を築い

ていた企業は，鉄鋼業の Eisenwerk-Gesellschaft Maximilianshütte，醸造業の Brauhaus 

Würzburg，Bürgerliches Brauhaus München， 保 険 業 の Bayerischer Lloyd, Transport-

Versicherungs-AG，電力業・ガス産業・エネルギー産業の Elektrizitäts-AG vorm. Schuckert 

& Co.，その他の産業に属する Heilmannsche Immobilien-Gesellschaft AG の 6 社であった。

アリアンツとミュンヘン再保険の役員ポストをもつ同一人物が監査役会副会長のポストを保有

することによって兼任関係を築いていた企業は，銀行業の Bayerische Hypotheken- und 

Wechsel-Bank，Bayerische Notenbank の 2 社であった。アリアンツとミュンヘン再保険の

役員ポストをもつ同一人物が監査役のポストを保有することによって兼任関係を築いていた企

業は，化学産業の Bayerische AG für chemische und landwirtschaftlich.-chem. Fabrikate，電

機産業の Continentale Gesellschaft AG für electrische Unternehmungen in Nürnberg，機

械産業の Allgemeine Gesellschaft für Dieselmotoren AG，銀行業の Bayerische Verinsbank，

保険業の Providentia allgemeine Versicherungs-Gesellschaft，Assecuranz-Compagnie Mercur，



43独占資本主義への移行期のドイツにおける保険業企業の役員兼任の構造（山崎）

Deutschland, Lebens-Versicherungs-AG，Prudentia, Versicherungs-AG，Oberrheinische 

Versicherungs-Gesellschaft，交通業の Südbahn-Gesellschaft in Wien，その他の産業に属す

る Lederfabrikation in München の 11 社であった。

　このように，アリアンツとミュンヘン再保険の 2 社の役員ポストを有する同一人物による

間接兼任となっていたケースが圧倒的に多かったことが，特徴的である。この点は，筆者がす

でに考察を行った銀行業の大企業の間の間接兼任のケース 14）とは大きく異なっている。

Ⅳ　役員兼任からみた独占資本主義への移行期における

ドイツ保険業の企業間関係―大銀行との比較

　これまでの考察において，ドイツの保険業の代表的企業であるアリアンツとミュンヘン再保

険を取り上げて，これら 2 社の役員（監査役会および取締役会のメンバー）が他社の監査役会に

おいてどのような兼任関係を築いていたのかという点について，直接兼任と間接兼任の両面か

らみてきた。本稿での分析をとおして，これら 2 つの大手保険会社の役員兼任による企業間

の人的結合の全体構造が明らかにされた。

　保険業の 2 社の役員兼任の状況の比較では，直接兼任関係が成立していた企業数と件数を

みると，アリアンツの兼任は 77 社において合計 82 件となっていたのに対して，ミュンヘン

再保険の兼任は 33 社において合計 38 件となっており，アリアンツの兼任はミュンヘン再保

険のそれよりもかなり多かった。この点は，監査役会会長，監査役会副会長，監査役のいずれ

の職位でみてもあてはまるが，ことに監査役会会長や監査役のポストによる兼任の場合には，

差は大きかった。また監査役会および取締役会のメンバーである役員が同一企業の監査役会に

おいて 2 件以上の直接兼任の関係を成立させていたケースでは，アリアンツのそのような兼

任は 4 社において 9 件となっていたのに対して，ミュンヘン再保険のそれは 3 社において 8

件となっていた。監査役会メンバーによる 2 件以上の兼任がみられたケースでみても，同様

であり，アリアンツのそのような兼任は 4 社において 9 件みられたが，ミュンヘン再保険の

それは 2 社において 6 件となっていた。

　また同じ時期のドイツ銀行，ドレスナー銀行，コメルツ銀行という大銀行のケースとの比較

でいえば，これらの 3 つの銀行間でも，またそれらのいずれかの 2 行の間でも役員の直接兼

任はみられなかったのに対して，アリアンツとミュンヘン再保険の間では直接兼任の関係が成

立していたことが特徴的である。この点は，これらの保険会社の間での強い人的なつながりを

示すものである。

　それゆえ，つぎに，役員兼任による企業間人的結合についての保険業主要企業 2 社のこの

ような状況をふまえて，ドイツ銀行，ドレスナー銀行，コメルツ銀行という当時の大銀行の役
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員兼任構造との比較を行うなかで，役員兼任からみた独占資本主義への移行期における保険業

の企業間関係の特徴を明らかにしていくことにしよう。ここでは，本稿で考察を行った保険会

社 2 社のうち兼任のみられた企業数も件数も多かったアリアンツの状況について，ドイツ銀

行，ドレスナー銀行，コメルツ銀行の役員兼任構造との比較を行うことにしよう。

　アリアンツの監査役会および取締役会のメンバーが他社の監査役会において直接兼任の関係

を有していた企業数は 77 社，合計の件数は 82 件となっており，ドイツ銀行の場合の 188 社

において 241 件，ドレスナー銀行の場合の 224 社において 321 件よりはかなり少なかったが，

コメルツ銀行の場合の 80 社において 96 件 15）との比較では差はあまり大きくはなかった。監

査役会の職位との関連でみても，監査役会会長のポストによる兼任は，アリアンツの場合には

21 社において 21 件となっており，ドイツ銀行の場合の 67 社において 69 件，ドレスナー銀

行の場合の 59 社において 59 件と比べるとかなり少なかったが，コメルツ銀行の場合の 25 社

において 25 件 16）との比較では大きな差はみられなかった。監査役会副会長のポストによる

兼任は，アリアンツの場合には 9 社において 9 件となっており，ドイツ銀行の場合の 21 社に

おいて 21 件，ドレスナー銀行の場合の 41 社において 42 件との比較ではかなり少なかったが

コメルツ銀行の場合の 5 社において 5 件 17）よりは多かった。監査役のポストによる兼任は，

アリアンツの場合には 50 社において 52 件となっており，ドイツ銀行の場合の 124 社におい

て 151 件，ドレスナー銀行の場合の 165 社において 220 件と比べるとかなり少なかったが，

コメルツ銀行の場合の 56 社において 66 件 18）との比較ではほぼ同じ水準となっていた。ミュ

ンヘン再保険との比較では，兼任のみられた企業の総数と総件数のいずれにおいても，ドイツ

銀行，ドレスナー銀行，コメルツ銀行の役員による直接兼任はかなり多いものとなっていた。

　また監査役会および取締役会のメンバーである役員が同一企業の監査役会において 2 件以

上の直接兼任の関係を成立させていたケースをみると，アリアンツの場合にはそのような兼任

は 4 社において 9 件となっていたが，ドイツ銀行の場合の 39 社において 92 件，ドレスナー

銀行の場合の 62 社において 159 件との比較ではかなり少なく，コメルツ銀行の場合の 12 社

において 28 件 19）と比べても少なくなっている。2 件以上の兼任が成立していた企業を監査

役会メンバーによるものに限定してみた場合でも，アリアンツの場合にはそのような兼任は 4

社において 9 件となっており，ドイツ銀行の場合 23 社において 52 件，ドレスナー銀行の場

合の 38 社において 89 件よりはかなり少なかったが，コメルツ銀行の場合の 7 社において 14

件 20）との比較でもやや少なかった。ミュンヘン再保険との比較では，2 件以上の兼任のみら

れた企業数と件数のいずれにおいても，これら 3 つの銀行の役員による兼任はかなり多いも

のとなっていた。

　さらにアリアンツとミュンヘン再保険という保険業の最も代表的な企業 2 社の間で他社の

監査役会において成立していた間接兼任の状況を大銀行との比較でみておくことにしよう。ド
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イツ銀行，ドレスナー銀行，コメルツ銀行のいずれかの 2 行の間での直接兼任関係はみられ

なかったが，アリアンツとミュンヘン再保険の間では直接兼任の関係が成立していた。そのよ

うな 2 社の間の企業間人的結合の上に間接兼任の関係が築かれており，間接兼任が成立して

いたケースのほとんどが，アリアンツとミュンヘン再保険の 2 社の役員ポストを有する同一

人物による兼任のかちとなっていた。

　アリアンツとミュンヘン再保険の間で他社の監査役会において成立していた間接兼任は 21

社においてみられ，総件数は 45 件であった。これをドイツ銀行，ドレスナー銀行，コメルツ

銀行という 3 つの大銀行の間，あるいはそのうちのいずれかの 2 行の間で成立していた間接

兼任の状況と比較すると，3 つの大銀行間で成立していた間接兼任は 1 社において 3 件となっ

ており，それを除くとドイツ銀行とドレスナー銀行の間のそれは 24 社において 64 件，ドイ

ツ銀行とコメルツ銀行の間のそれは 4 社において 9 件，ドレスナー銀行とコメルツ銀行の間

のそれは 4 社において 9 件となっていた。それゆえ，3 行間での間接兼任を加えると，ドイツ

銀行とドレスナー銀行の間のそれは 25 社において 66 件，ドイツ銀行とコメルツ銀行の間の

それは 5 社において 11 件，ドレスナー銀行とコメルツ銀行の間のそれは 5 社において 11 件

みられたことになる 21）。21 社において 45 件となっていたアリアンツとミュンヘン再保険の

間の間接兼任は，ドイツ銀行とドレスナー銀行の間のそれよりは少なかったが，ドイツ銀行と

コメルツ銀行の間やドレスナー銀行とコメルツ銀行の間のそれとの比較では，企業数と兼任総

件数のいずれにおいても多かった。しかし，大銀行間の間接兼任との比較において注意してお

くべき点は，本稿で取り上げた保険業の大手 2 社の間の間接兼任では両社の役員ポストを有

する同一人物のによるものが圧倒的に多かったという点である。このことは，アリアンツと

ミュンヘン再保険の間での役員の直接兼任がみられたことによるものであり，3 大銀行の間あ

るいはそのうちのいずれか 2 行の間での直接兼任が存在しないなかで成立していた間接兼任

とは大きく異なっている。

　このような役員兼任による人的結合の面にみられる産業会社や銀行などの企業との保険業の

大企業の関係は，第 1 次大戦後の時期にはどのようになったのであろうか。筆者が別稿にお

いて考察したように，産業企業の資金需要のあり方の大きな変化，産業会社の企業金融におけ

る変化の傾向，インフレーションの昂進による銀行の資産価値の減少，貨幣の機能の完全な喪

失による銀行の業務基盤の大きな変化という状況のなかにあっても，大銀行の役員兼任による

人的結合という面での産業と銀行との関係では，20 世紀初頭の独占資本主義への移行期と比

べむしろ一層の拡大という状況がみられた 22）。保険業の代表的企業の役員による他社の監査

役会での直接兼任，さらには保険会社の間で成立していた間接兼任による人的結合には，どの

ような変化がみられたのであろうか。この点についての具体的な分析は，稿を改めて行うこと

にしよう。
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Abstract

　In Germany, before World War II, industry-bank relationships were built through various 

mechanisms such as bank credit and the securities businesses, the shareholdings and 

deposited stock system, and the assignment of directors from banks to corporation boards. 

These systems served as a cooperative system between industry and banks as well as among 

corporations themselves. Industrial concentration in Germany was characterized by new 

developments in the industrial system that coordinated the interests and shared information 

between industry and banks and between corporations. Thus, large business systems based 

on ties between industries and banks were the cornerstone of German capital accumulation 

and were important processes in post-war German corporate development.

　The conditions of interlocking directorates of large German banks on the supervisory 

boards of other enterprises in three periods before World War I and two periods after World 

War II has already been considered. However, interlocking directorates between insurance 

companies and industrial companies as well as those between insurance companies and 

banks are important issues for understanding characteristics and significance of inter-firm 

relationships in Germany. In spite of such importance, inter-firm relationships of large 

German insurance companies that had been built through the interlocking directorates 

system has not been investigated. This paper uses the cases of “Allianz” Versicherungs-AG 

and Münchener Rückversicheungs-Gesellschaft to analyze their interlocking directorates at 

the beginning of the twentieth century.
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